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日本の長期削減戦略策定までの流れ 

環境省 
「長期低炭素ビジョン」（2017年3月）・2050年低炭素電源9割以上 

経済産業省 
「長期地球温暖化対策プラットフォーム」(201７年４月） 
 ・「国際貢献でカーボンニュートラルへ」 
 「エネルギー基本計画」 (201８年７月） 
  「再生可能エネルギーの主力電源化」＆原発、石炭火力は「重要なベースロード電源」 

外務省 「気候変動に関する有識者会合」提言（201８年２月、4月） 
 ・エネルギー効率化・再エネを脱炭素化の中心に 
 ・石炭火力の段階的廃止、原発依存度の限りない低減 

「パリ協定長期戦略懇談会」（2018年8月設置） 
 ・この春、とりまとめ？ 
 ・その後 政府としての長期削減戦略案？ 
 ・6月15－16日 環境エネルギー大臣会合＠長野 
 ・6月28－29日 G20@大阪 
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  2050年80％削減であっても、対策前倒し＆強化が必要 

出典）パリ協定長期成長戦略懇談会（第２回） 環境省提出資料 2018年9月4日  
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国・地域 
GHG削減目標 

自然エネルギー（電力シェア）目標 
2030年 2050年 基準年 

ドイツ ▲55% 
（中間目標） 

▲80～95% 1990年 
• 2035年までに55～60% 
• 2050年までに80%以上 

英国 

▲57％ 
（第5期カーボンバ
ジェット：2028-

2032年） 

▲80%以上 1990年 
• 2020年までに30% 

 

フランス ▲40% ▲75% 1990年 • 2030年までに40% 

EU＊ ▲40% ▲80～95% 1990年 

• 2030年までに 
最終エネルギー消費の32% 

• （電力50％以上） 

米国 ▲26～28% 
（2025年） 

▲80%以上 2005年 

• カリフォルニア州 
 2030年までに60% 
 2045年までに100% 

• ニューヨーク州 
 2030年までに50% 

• ハワイ州 
 2045年までに100% 

日本 ▲26% ▲80% 2013年度 • 2030年度に22～24% 

出典）各国長期戦略（日本は「地球温暖化対策計画」）、ならびに政府機関ウェブサイトより作成 

注）2018年11月、欧州委員会は2050年までに「カーボンニュートラル」をめざす長期ビジョンを公表。 

日本の2030年自然エネ目標は、世界標準の半分以下 
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計画・建設が続く日本の石炭火力発電所 

エネルギー基本計画では2030年でも電力供給の4分の1以上を石炭に依存。 
合計1,680万kW規模の新設計画があり、うち880万kWが既に着工済みである。 

出典） 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会」（第4回）資料 （2018年11月） 
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   日本のエネルギー効率改善の停滞 

出典）経済産業省「エネルギー白書2017」 
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各国に比べ低率な日本の炭素税 

出典） 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会」（第4回）資料 （2018年11月） 


